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【発行者の名称】 
株式会社揚工舎 

（Youkosha Co.,Ltd.） 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  伊藤 進 

【本店の所在の場所】 東京都板橋区板橋一丁目 10番 14号 

【電話番号】 (03)5944-2680（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  中山 俊之 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの名称】 フィリップ証券株式会社 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの代表者の役職氏名】 代表取締役 下山 均 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋兜町４番２号 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの財務状況が

公表されるウェブサイトのアドレス】 
       https://www.phillip.co.jp/ 

【電話番号】 (03)3666-2101 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は下記のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社揚工舎 

http://rehabili-youko.com/ 

株式会社東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 

【投資者に対する注意事項】  

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを

含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及

び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があり

ます。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要

があります。特に、第一部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する

必要があります。 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」とい

う。）第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに

準ずる者）をいう。）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべ

き重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたとき

は、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情

報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価

証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていた

ときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知ら

ず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記

賠償責任を負いません。 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金

融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおい

ては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関

する有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動するJ-

Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、
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並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所

のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事

項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を

含みますが、これらに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責

任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部【企業情報】 

第１【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

第２【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次  第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間  
自 2017年４月１日 

至 2017年９月30日 

自 2018年４月１日 

至 2018年９月30日 
自 2019年４月１日 

至 2019年９月30日 
自 2017年４月１日 

至 2018年３月31日 
自 2018年４月１日 

至 2019年３月31日 

売上高 (千円) 793,569 872,847 953,267 1,611,948 1,760,369 

経常利益又は経常損失（△） (千円) 27,697 41,096 △5,442 64,431 93,931 

親会社株主に帰属する中間（当期） 

純利益又は親会社株主に帰属する中間

純損失（△） 

(千円) 18,268 33,270 △20,977 47,963 70,835 

中間包括利益又は包括利益 (千円) 18,889 34,508 △20,379 49,340 71,164 

純資産額 (千円) 193,917 258,877 275,154 224,369 295,533 

総資産額 (千円) 1,421,034 1,407,184 1,484,691 1,412,452 1,399,828 

１株当たり純資産額 (円) 277.03 369.83 393.08 320.53 422.19 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
(円) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

１株当たり中間（当期）純利益 

又は１株当たり中間純損失（△） 
(円) 26.10 47.53 △29.97 68.52 101.19 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 13.6 18.4 18.5 15.9 21.1 

自己資本利益率 (％) 9.9 13.8 ― 24.0 27.2 

株価収益率 (倍) ― 13.5 ― ― 6.3 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 24,201 72,828 △22,747 118,444 152,809 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △71,051 △9,764 △65,697 △69,342 △11,979 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 25,987 △52,859 △12,920 △38,785 △106,463 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 
(千円) 167,534 208,918 131,713 198,713 233,079 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

115 

(67) 
97 

(123) 

118  

 (132) 

108  

 (65) 

107  

 (96) 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．当社株式は、2018年４月24日に東京証券取引所 TOKYO PRO Marketに上場しております。株価収益率については、 

第15期中間連結会計期間及び第15期においては当社株式が非上場であったため記載しておりません。また、第17期 

中間連結会計期間の株価収益率については、親会社株主に帰属する中間純損失を計上しているため記載しておりま 

せん。 

４．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 

５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、期中の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

６．「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第110条第５項の規定に基づき、第15期中間連結会計期間
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（2017年４月１日から2017年９月30日まで）の中間連結財務諸表について監査法人アヴァンティアの監査を受けて

おります。また、「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の規定に基づき、第15期

（2017年４月１日から2018年３月31日まで）、第16期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の連結財務諸表

及び第16期中間連結会計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）、第17期中間連結会計期間（2019年４月

１日から2019年９月30日まで）の中間連結財務諸表について、監査法人アヴァンティアの監査を受けております。 

７．2018年２月17日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行いましたが、第15期の期首に当該株式分割が行 

われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失を算定して 

おります。 

 

（日付の表示方法の変更） 

「2019年 12月 26日発行者情報」より、日付の表示方法を和暦から西暦に変更しております。 
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２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。 

  なお、2019年５月 10日に株式取得により、有料老人ホーム事業を展開する株式会社光風苑を子会社化し、

同年７月１日に事業譲受により、有限会社アカネケアコンサルトから有料老人ホームの営業権を取得したた

め、当社グループの有料老人ホームは８施設となりました。 

 

３【関係会社の状況】 

当社は、2019 年５月９日開催の取締役会において、株式会社光風苑の全株式を取得して子会社化することを

決議し、2019年５月 10日付で株式譲渡契約を締結し、同社の全株式を取得いたしました。 

当中間連結会計期間において、その他の関係会社の異動はありません。 

名称 住所 
資本金 
(千円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有割合(％) 

関係内容 

(連結子会社) 
株式会社ヨウコーフォレスト館山 
（注）４，５ 

本社 東京都板橋区 
施設 千葉県館山市 

10,000 
有料老人 
ホーム事業 

100.0 
管理業務の受託 
役員の兼任１名 
資金の貸付 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメントに記載された名称を記載しております。 

２．「関係内容」欄には2019年９月30日現在の状況を記載しております。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４．特定子会社に該当しております。 

５．2019年５月 10日付で株式会社ヨウコーフォレスト館山に商号変更しております。 
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４【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

2019年９月 30日現在 

セグメントの名称 従業員数(人) 

デイサービス事業 33  〔40〕 

有料老人ホーム事業 67  〔59〕 

在宅サービス事業 6  〔 6〕 

教育・紹介派遣事業 2  〔22〕 

全 社 (共 通) 10  〔 4〕 

合計 118  〔132〕 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

   ２．全社（共通）として記載されている従業員は、管理部門に所属しているものであります。 

 

（２）提出会社の状況 

 2019年９月30日現在   

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

70〔58〕 51.9 4.4 3,442 

 

セグメントの名称 従業員数(人) 

デイサービス事業 32 〔36〕 

有料老人ホーム事業 21 〔10〕 

在宅サービス事業 6 〔 6〕 

教育・紹介派遣事業 1 〔 2〕 

全 社 (共 通) 10 〔 4〕 

合計 70 〔58〕 

(注)  １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

   ２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

      ３．全社（共通）として記載されている従業員は、管理部門に所属しているものであります。 

 

（３）労働組合の状況 

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米中貿易摩擦の激化による海外経済減速を受けて、製造業の

景況感は悪化し、非製造業においても、情報サービス業のように一部改善が見られた業種はあるものの、消

費税増税前の駆け込み需要も期待ほどではなく、非製造業全体としては、悪化となりました。また、貿易摩

擦や深刻な人手不足は、製造業、非製造業ともに及ぼす影響は大きく、加えて消費税増税後の節約志向の高

まりが予想され、先行きは不透明な状況が続いております。 

介護サービス業界においては、国内の高齢化が進む中、介護サービス利用者及び介護給付費は年々増加し

ており、介護サービスの制度を健全に維持・発展させるための施策が毎年打ち出されております。利用料の

自己負担分の一部見直し、介護現場の負担軽減のための施策、介護福祉士等の介護人材の社会的評価向上の

後押しなど、様々な制度改定に対して、介護事業者はサービスの維持向上とコスト管理に努めながら、柔軟

な対応を求められております。 

このような状況のもと当社グループにおきましては、既存の介護サービスの事業所、施設において、顧客

満足度及びサービスクオリティの向上を目指し、顧客アンケートの実施、職員のモラルアップ及びスキルア

ップのための研修の充実、イベント・レクリエーションの企画力強化、施設運営の見直しと改善に注力して

まいりました。加えてヒヤリハットの事例検証や事故防止委員会の強化など、安全面での信頼性の向上にも

努めてまいりました。 

更に、当社は本年５月 10日に、千葉県館山市にて有料老人ホームを展開する株式会社光風苑の株式を取得

すると同時に同社の商号を株式会社ヨウコーフォレスト館山へと変更し、同社は当社グループの新たな１社

として運営を開始することとなりました。続けて本年７月１日に、東京都小平市で有料老人ホームを運営す

る有限会社アカネケアコンサルトから有料老人ホーム１か所の事業を譲り受け、同時に同施設は「ヨウコー

フォレスト花小金井」に名称変更して、新たな運営を開始することとなり、当中間連結会計期間において、

当社グループは２か所の施設が増えることとなりました。 

しかし、新たな２か所の施設の取得費用は、予算にも織り込み済みだったものの、人材確保に要した労務

費・外注費は想定を上回り、また、老朽化したエアコン等施設の修繕費、事業承継した２施設の借入金やリ

ース契約の整理に要した違約金などの費用が利益を大きく押し下げました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は 953,267千円（前年同期比 9.2％増）となり、営業利益は 5,632

千円（同 88.4％減）、経常損失は 5,442 千円（前年同期は経常利益 41,096 千円）、親会社株主に帰属する中

間純損失は 20,977千円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純利益 33,270千円）となりました。 

 

 当中間連結会計期間におけるセグメント別の状況は、次のとおりであります。 

①  デイサービス事業 

当セグメントにおきましては、働き方改革における有給休暇取得促進や改正入国管理法による外国人労働

者の一時的減少に対応するため、積極的に人材確保に注力すると同時に、顧客アンケートに基づくサービス

の質的向上に取り組んでまいりました。このため、当中間連結会計期間におけるセグメント全体の売上高は

伸長したものの、増加した労務費を補填するところまでには至らず、売上高は 271,969 千円（前年同期比

2.5％増）、セグメント利益は 54,712千円（同 3.4％減）となりました。 

 

② 有料老人ホーム事業 

当セグメントにおきましては、５月10日に千葉県館山市で有料老人ホームを運営する株式会社光風苑の株

式を取得し、同社の商号を株式会社ヨウコーフォレスト館山に変更すると同時に、同社運営の施設名も「ヨ

ウコーフォレスト館山」に変更して、新たな運営を開始したことにより、当社グループの施設が１か所増え

ることとなりました。続けて７月１日には、東京都小平市で有料老人ホームを運営する有限会社アカネケア

コンサルトから有料老人ホーム１か所の事業を譲り受け、同時に同施設は「ヨウコーフォレスト花小金井」

に名称変更して当社グループの施設としての運営を開始いたしました。このため、当中間連結会計期間にお

いて、２か所の施設が増えたことになり、当セグメントの売上高は伸長しましたが、これらに伴う取得費用

等が利益を押し下げることとなりました。 

以上の結果、売上高は 518,146 千円（同 7.1％増）、セグメント損失は 12,101 千円（前年同期はセグメン
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ト利益 45,399千円）となりました。 

 

③ 在宅サービス事業 

当セグメントにおきましては、訪問介護、居宅介護支援（ケアプラン作成）、福祉用具貸与・販売、住宅

改修等の多角的なサービスメニューをご利用者様に提供できることが好評価を得て、堅調に顧客を増やして

おります。また、当セグメントに含まれる住宅型有料老人ホームにおける介護サービスも着実に利用時間を

伸ばし、堅調に推移いたしました。 

以上の結果、売上高は、109,439千円（前年同期比 12.4％増）、セグメント利益は 52,454千円（同 56.0％

増）となりました。 

 

④ 教育・紹介派遣事業 

当セグメントにおきましては、2018 年７月の株式取得により、新たに当社グループへ加わった株式会社ヨ

ウコーほっとスタッフ並びに同年 11月株式会社ビーワンコーポレーションから譲り受けた人材紹介事業及び

人材派遣事業により、大きく事業規模を拡大することとなりました。一方、本年４月に改正された入国管理

法の影響を受けて、ヨウコーケアカレッジの外国人受講生は大幅な人数減少となり、介護人材養成講座に関

する事業分野は減収減益となっております。 

以上の結果、売上高（外部顧客への売上高）は、53,711千円（同 103.2％増）、セグメント利益は 5,146千

円（同 52.1％増）となりました。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べて 101,365千円減少し、131,713千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な増減要因は次のとおりでありま

す。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、22,747千円の支出（前年同期は72,828千円の収入）となりました。

これは、利息の支払額11,826千円、法人税等の支払額8,888千円、税金等調整前中間純損失5,442千円などに

よるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、65,697 千円の支出（前年同期比 55,933 千円増）となりました。

これは、貸付による支出 49,000 千円、有形固定資産の取得による支出 19,120 千円、事業譲受による支出

11,970千円などによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、12,920 千円の支出（前年同期比 39,939 千円減）となりました。

これは、長期借入金の返済による支出 109,441 千円などの減少要因によるものであります。なお、増加要因

は、長期借入金の借入による収入 100,000千円であります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

該当事項はありません。 

 

（２）仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 2019年４月１日 

   至 2019年９月30日） 
前年同期比(％) 

デイサービス事業 (千円) 11,564 91.8 

有料老人ホーム事業 (千円) 72,110 105.6 

在宅サービス事業 (千円) 4,288 98.6 

教育・紹介派遣事業 (千円) 384 63.7 

合計（千円） 88,349 102.9 

(注) １．金額は、仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（３）受注実績 

該当事項はありません。 

 

（４）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 2019年４月１日 

   至 2019年９月30日） 
前年同期比(％) 

デイサービス事業 (千円) 271,969 102.5 

有料老人ホーム事業 (千円) 518,146 107.1 

在宅サービス事業 (千円) 109,439 112.4 

教育・紹介派遣事業 (千円) 53,711 203.2 

合計（千円） 953,267 109.2 

 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に 
対する割合は次のとおりであります。 

相手先 

前中間連結会計期間 

 （自 2018年４月１日 

      至 2018年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 2019年４月１日 

      至 2019年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

東京都国民健康保険団体

連合会 
421,883 48.3 440,687 46.2 

神奈川県国民健康保険団

体連合会 
95,768 11.0 102,373 10.7 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【事業等のリスク】 

当中間連結会計期間において、当発行者情報に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事業等のリスクの発生、又は 2019 年６月 28 日に提出し

た発行者情報に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませんが、当社株式に係る㈱東京証

券取引所が運営を行っております証券市場 TOKYO PRO Market での上場維持の前提となる契約に関し、以下に

記載いたします。 

 

J-Adviser との契約について 

当社は、㈱東京証券取引所が運営を行っております証券市場 TOKYO PRO Marketの上場企業です。 

当社は、2017年 11月 30 日にフィリップ証券㈱との間で、担当 J-Adviser 契約(以下「当該契約」といいま

す。)を締結しております。当該契約は、TOKYO PRO Market における当社株式の新規上場及び上場維持の前

提となる契約であり、当該契約を解除し、かつ、他の担当 J-Adviser を確保できない場合、当社株式は

TOKYO PRO Market から上場廃止となります。当該契約における契約解除に関する条項及び契約解除に係る事

前催告に関する事項は以下のとおりであります。 

なお、当中間連結会計期間末現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。 

 

＜J-Adviser 契約解除に関する条項＞ 

当社(以下「甲」という。)が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ証券㈱(以下「乙」という。)は 

J-Adviser 契約(以下「本契約」という。)を即日無催告解除することができる。 

① 債務超過 

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内に債務超過の状態から脱

却しえなかったとき、すなわち債務超過の状態となった事業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する

日(当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の後最初に到

来する事業年度の末日)までの期間(以下この項において「猶予期間」という。)において債務超過の状態か

ら脱却しえなかった場合。但し、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続又は私的整理に関する

ガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を

経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態から脱却することを計画している場合(乙が適当と認め

る場合に限る。)には、２年以内(審査対象事業年度の末日の翌日から起算して２年を経過する日(猶予期間

の最終日の翌日から起算して１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過

する日後最初に到来する事業年度の末日)までの期間内)に債務超過の状態から脱却しえなかったとき。 

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、猶予期間の最終日の属する連結会計年度(甲

が連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度)に係る決算の内容を開示するまでの間において、

再建計画(本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画を含む。)を公表している甲

を対象とし、甲が提出する当該再建計画並びに次のａ及びｂに定める書類に基づき行う。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)の場合の区分に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に規定する書面 

(ａ) 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面 

(ｂ) 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した書面 

ｂ 本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画の前提となった重要な事項等が、公 

認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

② 銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった旨の報

告を書面で受けた場合 
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③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合(甲が法律

に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生手続を

必要と判断した場合)又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次の

ａからｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要と

するに至った場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合

には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づかない

整理を行う場合 

甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困難で 

ある旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは大部分 

の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った場合、 

甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日(事業の大 

部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日) 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済に関

する合意を当該債権者又は第三者と行った場合(当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済の額が直

前事業年度の末日における債務の総額の 100 分の 10 に相当する額以上である場合に限る。) 

甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④ 前号に該当することとなった場合においても、以下に定める再建計画の開示を行った場合には、原則とし

て本契約の解除は行わないものとする。 

再建計画とは次のａないしｃの全てに該当するものをいう。 

ａ  次の(ａ)又は(ｂ)に定める場合に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に定める事項に該当すること。 

(ａ) 甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること。 

(ｂ) 甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。 

ｂ  当該再建計画に次の(ａ)及び(ｂ)に掲げる事項が記載されていること。 

(ａ) 当該上場有価証券の全部を消却するものでないこと。 

(ｂ) 前ａの(ａ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ｂ)に規定する合意がなされていること及

びそれを証する内容 

ｃ   当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当

でないと認められるものでないこと。 

⑤ 事業活動の停止 

甲が事業活動を停止した場合(甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合をいう)又

はこれに準ずる状態になった場合。 

なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が事業活動を停止し

た場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当

該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ   甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全

部又は一部として次の(ａ)又は(ｂ)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効

力を生ずる日の３日前(休業日を除外する。)の日 

(ａ) TOKYO PRO Market の上場株券等 

(ｂ) 上場株券等が、その発行者である甲の合併による解散により上場廃止となる場合 当該合併に係る新設

会社若しくは存続会社又は存続会社の親会社(当該会社が発行者である株券等を当該合併に際して交付

する場合に限る)が上場申請を行い、速やかに上場される見込みのある株券等 

ｂ  甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会(普通

出資者総会を含む)の決議についての書面による報告を受けた日(当該合併について株主総会の決議に

よる承認を要しない場合には、取締役会の決議(委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む)に

ついての書面による報告を受けた日)。 
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ｃ  甲が、前ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合は、甲から当該解散の原因となる

事由が発生した旨の書面による報告を受けた日 

⑥ 不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為(ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ 会社

分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他の者へ

の事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当による株式若

しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はこれらⅰからⅶまでと同等の効果をもたら

すと認められる行為)を行った場合で、当該上場会社が実質的な存続会社でないと乙が認めた場合 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により支配株主が異動した場合(当該割当により支配株主が異動した場合及び当該割当により

交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合)において、支配株主と

の取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき 

⑧ 有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等につき、法令及び上場規

程等に定める期間内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ  甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

ｂ  甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書については

「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨(天災地変等、甲の責めに帰すべからざる事由によるも     

のである場合を除く。)が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

⑩ 法令違反及び上場規程違反等 

甲が重大な法令違反又は上場規程に関する重大な違反を行った場合。 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を㈱東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託し

ないこととなることが確実となった場合。 

⑫ 株式の譲渡制限 

甲が当該銘柄に係る株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

⑬ 完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合。  

⑭ 指定振替機関における取扱い 

甲が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合。 

⑮ 株主の権利の不当な制限 

株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとして、甲が次の a から g までのいずれかに掲げ

る行為を行っていると乙が認めた場合でかつ株主及び投資者の利益を侵害するおそれが大きいと乙が認める

場合、その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた場合。 

a 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する買

収防衛策(以下「ライツプラン」という。)のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権を導

入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入(実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り当てる

ために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。) 

b ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不発

動とすることができないものの導入 

c 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を要

する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定(持株会社である甲の主要な事業を行っている子

会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行する場合におい

て、当該種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認めるときは、甲が重要

な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして

取り扱う。)。 

d 上場株券等について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取締役の過半数の選解

任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定。 
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e 上場株券等より議決権の多い株式(取締役の選解任その他の重要な事項について株主総会において一個の

議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受ける権利の価

額等が上場株券等より低い株式をいう。)の発行に係る決議又は決定。 

f 議決権の比率が 300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。ただし、株主及び投資者の利益を侵害す

るおそれが少ないと乙が認める場合は、この限りでない。 

g 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係る

決議又は決定。 

⑯ 全部取得 

甲が当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 

⑰ 反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO Market に対

する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めた場合。 

⑱ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙もしくは㈱東京証券取引所が当該銘柄の上場廃止を適当と

認めた場合。 

 

＜J-Adviser 契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

１. いずれかの当事者が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、相手方

は、相当の期間(特段の事情のない限り１ヵ月とする。)を定めて、その違反の是正又は義務の履行を書面

で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を解除するこ

とができる。 

２. 前項の定めにかかわらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することができ

る。また、いずれかの当事者から相手方に対し、１ヵ月前に書面で通知することにより本契約を解除する

ことができる。 

３. 契約解除する場合、特段の事情のない限り乙は、あらかじめ本契約を解除する旨を㈱東京証券取引所に通

知しなければならない。 

 

５【経営上の重要な契約等】 

2019年５月９日開催の取締役会において、株式会社光風苑の全株式を取得することを決議し、2019年５月10

日付で株式譲渡契約を締結し、同社の全株式を取得いたしました。 

（１）株式取得した企業の名称及びその事業の内容 

    企業の名称     株式会社光風苑 

    事業の内容     有料老人ホーム事業 

（２）実行年月日      2019年５月 10日 

（注）2019年５月 10日付で同社は株式会社ヨウコーフォレスト館山に商号変更しております。 

 

2019 年５月９日の取締役会において、有限会社アカネケアコンサルトから同社が運営する有料老人ホーム事

業を譲り受けることを決議し、譲渡の実行日を 2019年７月１日とする事業譲渡契約を 2019年５月 10日に締結

いたしました。 

（１）譲受した事業の概要 

    事業内容      有料老人ホーム事業 

（２）譲渡実行年月日    2019年７月１日 

 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 
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（１）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この中間連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資

産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これ

らの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不

確実性のため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

（２）財政状態の分析 

（流動資産） 

当中間連結会計期間末における流動資産の残高は 477,072 千円となり、前連結会計年度末と比較して

61,858 千円の減少となりました。これは主に、現金及び預金が 101,245 千円減少したことによるものであり

ます。 

（固定資産） 

当中間連結会計期間末における固定資産の残高は 1,007,618 千円となり、前連結会計年度末と比較して

146,721千円の増加となりました。これは主に、建物及び構築物が 111,169千円、のれんが 18,946千円増加

したことによるものであります。 

（流動負債） 

当中間連結会計期間末における流動負債の残高は 275,448 千円となり、前連結会計年度末と比較して

37,047 千円の増加となりました。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が 10,930 千円、流動負債その

他が 17,566千円増加したことによるものであります。 

（固定負債） 

当中間連結会計期間末における固定負債の残高は 934,088 千円となり、前連結会計年度末と比較して

68,193千円の増加となりました。これは主に、長期借入金が 34,126千円、資産除去債務が 22,677千円増加

したことによるものであります。 

（純資産） 

当中間連結会計期間末における純資産の残高は 275,154 千円となり、前連結会計年度末と比較して 20,379

千円の減少となりました。これは主に、当中間連結会計期間における親会社株主に帰属する中間純損失

20,977千円を計上したことによる利益剰余金の減少によるものであります。 

 

（３）経営成績の分析 

「１【業績等の概要】（１）業績」をご参照ください。 

 

（４）キャッシュ・フローの分析 

「１【業績等の概要】（２）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 
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第４【設備の状況】 

 

１【主要な設備の状況】 

（１）提出会社 
2019年９月30日現在 

事業所名 
(所在地) 

セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(人) 建物 

及び 
構築物 

土地 
(面積㎡) 

リース 
資産 

その他 合計 

 本社、板橋ケアス   
 テーション、ケア 
 カレッジ、ほっと

フレンド 
(東京都板橋区) 

共通 
在宅サービ
ス事業 

教育・紹介
派遣事業 

本社設備 
事務所 

154,848 
133,732 
(445.24) 

― 9,237 297,817 
17 

〔12〕 

デイサービス 
ヨウコー栄町 
他10事業所 

デイサービ
ス事業 

デイサービ
ス設備 

22,408 ― ― 1,646 24,055 
32 

〔36〕 

ヨウコー 
キャッスル巣鴨 
(東京都豊島区) 

有料老人 
ホーム事業 

有料老人 
ホーム 

― ― 133,858 915 134,773 
9 

〔7〕 

ヨウコー 
フォレスト花小金井 
(東京都小平市) 

有料老人 
ホーム事業 

有料老人 
ホーム 

3,339 ― ― 485 3,825 
12 

 〔3〕 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具並びに工具、器具及び備品の合計額であります。 

４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

５．上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

年間賃借料 

（千円） 

ヨウコーキャッスル巣鴨 

（東京都豊島区） 
建物（有料老人ホーム） 18,000 

ヨウコーフォレスト花小金井 

（東京都小平市） 
建物（有料老人ホーム） 19,200 

デイサービス栄町 他10か所 建物（デイサービス） 35,411 
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（２） 国内子会社 
2019年９月30日現在 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 

従業員数 
(人) 建物 

及び 
構築物 

土地 
(面積㎡) 

リース 
資産 

その他 合計 

株式会社 
ヨウコー 
フォレスト 
竹の塚 

ヨウコー 
フォレスト 
竹の塚 
(東京都 
足立区) 

有料老人 
ホーム 
事業 

有料老人
ホーム 

2,309 ― ― 666 2,975 
15 

〔10〕 

ヨウコー 
フォレスト 
西馬込 
(東京都 
大田区) 

有料老人 
ホーム 
事業 

有料老人
ホーム 

1,485 ― ― 182 1,667 
4 

〔5〕 

株式会社 
ヨウコー 
フォレスト 
湘南 

ヨウコー 
フォレスト 

湘南 
(神奈川県 
 高座郡寒 

川町) 

有料老人 
ホーム 
事業 

有料老人
ホーム 

39,380 ― ― 938 40,319 
6 

〔7〕 

ヨウコー 
キャッスル 

綾瀬 
(神奈川県 
綾瀬市) 

有料老人 
ホーム 
事業 

有料老人
ホーム 

7,331 ― ― 1,927 9,259 
9 

〔10〕 

株式会社 
ヨウコー 
フォレスト 
西台 

ヨウコー 
フォレスト 

西台 
デイサービス
ヨウコー板橋 

(東京都 
板橋区) 

有料老人 
ホーム 
事業 

デイサービ
ス事業 

有料老人
ホーム 
デイサー
ビス設備 

25,559 
170,000 
(316.00) 

― 653 196,212 
7 

〔11〕 

株式会社 
ヨウコー 
ほっと 
スタッフ 

株式会社ヨ
ウコーほっ
とスタッフ 
（東京都 
板橋区） 

教育・紹介
派遣事業 

事務所 ― ― ― 27 27 
1 

〔20〕 

株式会社 
ヨウコー 
フォレスト 
館山 

ヨウコー 
フォレスト 

館山 
(千葉県 
館山市) 

有料老人 
ホーム 
事業 

有料老人
ホーム 

115,107 ― ― 595 115,703 
6 

〔11〕 
 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具並びに工具、器具及び備品の合計額であります。 

４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

５．上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

年間賃借料 

（千円） 

ヨウコーフォレスト竹の塚 

（東京都足立区） 
建物（有料老人ホーム） 39,600 

ヨウコーフォレスト湘南 

（神奈川県高座郡寒川町） 
建物（有料老人ホーム） 21,600 

ヨウコーキャッスル綾瀬 

（神奈川県綾瀬市） 
建物（有料老人ホーム） 38,888 

ヨウコーフォレスト西馬込 

（東京都大田区） 
建物（有料老人ホーム） 12,222 
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第５【発行者の状況】 

 

１【株式等の状況】 

 

（１）【株式の総数等】 

記名・無記名

の別、額面・

無額面の別及

び種類 

発行可能 

株式総数

（株） 

未発行株式数 

（株） 

中間連結会計

期間末現在 

発行数（株） 

（2019年 

９月 30日） 

公表日現在 

発行数 

（株） 

（2019年 

12月 26日） 

上場金融商品

取引所名又は

登録認可金融

商品取引業協

会名 

内容 

普通株式 1,600,000 900,000 700,000 700,000 

東京証券 

取引所 

(TOKYO PRO 

Market) 

単元株式数

100株 

計 1,600,000 900,000 700,000 700,000 ― ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

該当事項はありません。  

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

2019年４月１日～ 

2019年９月30日 
― 700,000 ― 42,500 ― 12,500 

 

（６）【大株主の状況】 

2019年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

株式総数に対
する所有株式
数の割合(％) 

伊藤 進          東京都港区 639,000 91.29 

塚本 登志江        東京都豊島区 61,000 8.71 

計 ― 700,000 100.00 

（注）株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 
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（７）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 2019年９月30日現在 
  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

700,000 
7,000 

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数  700,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 7,000 ― 

 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。  

  

２【株価の推移】 

【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 2019年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） ― ― ― ― ― ― 

最低（円） ― ― ― ― ― ― 

（注）１．最高・最低株価は東京証券取引所 TOKYO PRO Marketにおけるものであります。 

   ２．2019年４月から９月については売買実績がありません。 

 

３【役員の状況】 

前連結会計年度の発行者情報提出後、当中間連結会計期間に係る発行者情報の提出日までにおいて、役員の

異動はありません。 
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第６【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1999 年大蔵

省令第 24号）に基づいて作成しております。 

 

（２）当社の中間連結財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券

上場規程の特例の施行規則」第 116 条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 128 条第

３項の規定に基づき、当中間連結会計期間（2019年 4月 1日から 2019年 9月 30日まで）の中間連結財

務諸表について、監査法人アヴァンティアによる監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

（１）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2019年3月31日） 

当中間連結会計期間 

（2019年9月30日） 

資産の部           

流動資産   

現金及び預金 233,979 132,733 

売掛金 290,462 327,922 

  商品 127 195 

その他 21,891 22,455 

貸倒引当金 △7,530 △6,234 

流動資産合計 538,931 477,072 

固定資産   

有形固定資産   

 建物及び構築物（純額） ※2 260,601 ※2 371,771 

土地 ※2 303,732 ※2 303,732 

リース資産（純額） 137,795 133,858 

その他（純額） 4,328 17,275 

有形固定資産合計 ※1 706,458 ※1 826,638 

無形固定資産   

 のれん 75,526 94,472 

   リース資産 9,329 8,057 

その他 350 3,944 

無形固定資産合計 85,206 106,474 

投資その他の資産   

 繰延税金資産 12,437 12,858 

   その他 56,794 61,647 

   投資その他の資産合計 69,232 74,505 

固定資産合計 860,897 1,007,618 

資産合計 1,399,828 1,484,691 
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（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2019年3月31日） 

当中間連結会計期間 

（2019年9月30日） 

負債の部   

流動負債   

買掛金 14,958 15,940 

1年内返済予定の長期借入金 ※2 100,116 ※2 111,046 

リース債務 7,049 7,235 

未払法人税等 8,888 16,272 

その他 107,387 124,953 

  流動負債合計 238,400 275,448 

固定負債   

長期借入金 ※2 520,015 ※2 554,141 

リース債務 149,085 145,419 

資産除去債務 5,294 27,972 

長期前受収益 104,195 93,366 

その他 87,304 113,188 

固定負債合計 865,894 934,088 

負債合計 1,104,294 1,209,536 

純資産の部   

株主資本   

資本金 42,500 42,500 

資本剰余金 12,500 12,500 

利益剰余金 247,978 227,000 

株主資本合計 302,978 282,000 

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 △7,444 △6,846 

その他の包括利益累計額合計 △7,444 △6,846 

 純資産合計 295,533 275,154 

負債純資産合計 1,399,828 1,484,691 
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】 

  【中間連結損益計算書】                            (単位：千円) 

 

前中間連結会計期間 

(自 2018年4月1日 

 至 2018年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自  2019年4月1日 

 至 2019年9月30日) 

売上高 872,847 953,267 

売上原価 702,553 792,606 

売上総利益 170,293 160,661 

販売費及び一般管理費 ※1 121,939 ※1 155,028 

営業利益 48,354 5,632 

営業外収益   

受取利息 1 1 

助成金収入 899 822 

受取賃貸収入 4,416 4,416 

雑収入 1,463 1,691 

営業外収益合計 6,780 6,931 

営業外費用   

支払利息 12,334 11,826 

その他 1,703 6,180 

営業外費用合計 14,038 18,006 

経常利益又は経常損失（△） 41,096 △5,442 

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失（△） 41,096 △5,442 

法人税､住民税及び事業税 7,481 16,272 

法人税等調整額 345 △737 

法人税等合計 7,826 15,535 

中間純利益又は中間純損失（△） 33,270 △20,977 

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に帰属

する中間純損失（△） 
33,270 △20,977 

 

【中間連結包括利益計算書】 

(単位：千円) 

 
前中間連結会計期間 

（自 2018年4月1日 
至 2018年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2019年4月1日 
  至 2019年9月30日） 

中間純利益又は中間純損失（△） 33,270 △20,977 
その他の包括利益 

1,238 598 繰延ヘッジ損益 
その他の包括利益合計 1,238 598 
中間包括利益 34,508 △20,379 
（内訳）   
親会社株主に係る中間包括利益 34,508 △20,379 
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③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 2018年 4月 1日 至 2018年 9月 30日） 

（単位：千円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 42,500 12,500 177,142 232,142 

当中間期変動額     

親会社株主に帰属する中間純利益   33,270 33,270 

株主資本以外の項目の中間期変動額 

（純額） 
   － 

当中間期変動額合計 － － 33,270 33,270 

当中間期末残高 42,500 12,500 210,413 265,413 

 

 その他の包括利益累計額 

純資産合計 繰延ヘッジ

損益 

その他の包括利

益累計額合計 

当期首残高 △7,773 △7,773 224,369 

当中間期変動額    

親会社株主に帰属する中間純利益   33,270 

株主資本以外の項目の中間期変動額 

（純額） 
1,238 1,238 1,238 

当中間期変動額合計 1,238 1,238 34,508 

当中間期末残高 △6,535 △6,535 258,877 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

（単位：千円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 42,500 12,500 247,978 302,978 

当中間期変動額     

親会社株主に帰属する中間純損失（△）   △20,977 △20,977 

株主資本以外の項目の中間期変動額 

（純額） 
   － 

当中間期変動額合計 － － △20,977 △20,977 

当中間期末残高 42,500 12,500 227,000 282,000 

 

 その他の包括利益累計

額 

 

純資産合計 

繰延ヘッ

ジ損益 

その他の包括利

益累計額合計 

当期首残高 △7,444 △7,444 295,533 

当中間期変動額    

親会社株主に帰属する中間純損失（△）   △20,977 

株主資本以外の項目の中間変動額 

（純額） 

598 598 598 

当中間期変動額合計 598 598 △20,379 

当中間期末残高 △6,846 △6,846 275,154 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】                     (単位：千円) 

 
前中間連結会計期間 
(自 2018年4月1日 
 至 2018年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2019年4月1日 
 至 2019年9月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中期純損失（△） 41,096 △5,442 

減価償却費 12,051 15,134 

のれん償却額 14,964 12,941 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △950 △1,321 

受取利息 △1 △1 

支払利息 12,334 11,826 

売上債権の増減額（△は増加） 364 △37,459 

たな卸資産の増減額（△は増加） 149 △67 

仕入債務の増減額（△は減少） △535 981 

その他  13,710 1,375 

小計  93,185 △2,034 

利息の受取額 1 1 

利息の支払額 △12,334 △11,826 

法人税等の支払額 △8,022 △8,888 

営業活動によるキャッシュ・フロー 72,828 △22,747 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △120 △120 

有形固定資産の取得による支出 △1,763 △19,120 

無形固定資産の取得による支出 ─ △3,520 

敷金及び保証金の回収による収入 ─ 35 

貸付による支出 ─ △49,000 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △7,881 ─ 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 ─ 17,427 

投資その他の資産の収入 ─ 569 

事業譲受による支出 ─ △11,970 

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,764 △65,697 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の借入による収入 ─ 100,000 

長期借入金の返済による支出 △49,088 △109,441 

リース債務の返済による支出 △3,771 △3,479 

財務活動によるキャッシュ・フロー △52,859 △12,920 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,205 △101,365 

現金及び現金同等物の期首残高 198,713 233,079 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 208,918 ※ 131,713 
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【注記事項】 

 

 （中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１.連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 5社 

  株式会社ヨウコーフォレスト竹の塚 

  株式会社ヨウコーフォレスト湘南 

  株式会社ヨウコーフォレスト西台 

  株式会社ヨウコーほっとスタッフ 

  株式会社ヨウコーフォレスト館山 

 

（2）連結の範囲の変更 

   当中間連結会計期間において新たに株式会社光風苑を株式譲受したため、連結の範囲に含めております。 

   なお、2019年 5月 10日付で株式会社ヨウコーフォレスト館山に社名変更しております。 

 

(3) 主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社はありません。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項 

すべての連結子会社の中間会計期間の末日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

４.会計方針に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 

  時価法によっております。 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備を除く）並びに 2016年 4月 1日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物及び構築物  8～47年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用しております。 

 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   

  (4)重要なヘッジ会計の方法 
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   ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    （ヘッジ手段） 

金利スワップ 

    （ヘッジ対象） 

借入金の利息 

 

   ③ ヘッジ方針 

     当社の社内規程により定める基本ルールに基づき金利変動リスクを回避する目的でデリバティブ取引を 

行っております。 

 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

      ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場

変動又はキャッシュ変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略してお

ります。 

 

（5）のれんの償却方法及び償却期間 

   2年間、3年間、5年間または 10年間の定額法により償却しております。 

 

（6）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない、取得日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（7）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費 

税等は投資その他の資産に計上し、5年間で均等償却を行っております。なお、仮払消費税と仮受消 

費税は相殺の上、流動資産のその他に含めて表示しております。 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

  
前連結会計年度 

 （2019年3月31日） 
当中間連結会計期間 
 （2019年9月30日） 

有形固定資産の減価償却累計額 275,096千円 594,237千円 

 

※2 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。 

 前連結会計年度 

（2019年 3月 31日） 

当中間連結会計期間 

（2019年 9月 30日） 

建物及び構築物 

土地 

   170,258千円 

303,732 〃 

167,363千円 

303,732 〃 

計 473,990千円 471,096千円 

 前連結会計年度 

（2019年 3月 31日） 

当中間連結会計期間 

（2019年 9月 30日） 

長期借入金（1 年内返済予定の長

期借入金を含む） 
388,075千円 375,613千円 

計 388,075千円 375,613千円 
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（中間連結損益計算書関係） 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  
前中間連結会計期間 
（自 2018年4月1日 
 至 2018年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2019年4月1日 

  至 2019年9月30日） 

役員報酬 19,890千円 20,540千円 

給料手当 20,855 〃 26,966 〃 

法定福利費 6,547 〃 6,909 〃 

のれん償却額 14,964 〃 12,941 〃 

貸倒引当金繰入額 △950 〃 △642 〃 

租税公課 23,353 〃 29,386 〃 

支払手数料 22,272 〃 41,674 〃 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 2018年4月1日 至 2018年9月30日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当連結会計年度 

期首株式数(株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末 

株式数(株) 

普通株式 700,000 ― ― 700,000 

合計 700,000 ─ ─ 700,000 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当連結会計年度 

期首株式数(株) 

当中間連結会計期間 

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末 

株式数(株) 

普通株式 700,000 ― ― 700,000 

合計 700,000 ─ ─ 700,000 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

    

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

    

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。 

 
前中間連結会計期間 

(自 2018年4月1日 

  至 2018年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 2019年4月1日 

  至 2019年9月30日) 

現金及び預金 

預入期間が3ヶ月を超える定期預

金 

209,698千円 

△780 〃 

132,733千円 

△1,020 〃 

現金及び現金同等物 208,918千円 131,713千円 

 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間（自 2018年 4月 1日 至 2018年 9月 30日） 

  １．ファイナンス・リース取引 

   （借主側） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

    有形固定資産 主として、デイサービス・有料老人ホーム関連における設備・通信関連資産（工具、

器具及び備品）であります。 

   ②リース資産の減価償却の方法 

    中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計方針に関する事項（2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

１．ファイナンス・リース取引 

 （借主側） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

    有形固定資産 主として、デイサービス・有料老人ホーム関連における設備・通信関連資産（工具、

器具及び備品）であります。 

   ②リース資産の減価償却の方法 

    中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計方針に関する事項（2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
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（金融商品関係） 

  金融商品の時価等に関する事項 

  中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

 

前連結会計年度（2019年 3月 31日） 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1)現金及び預金 233,979 233,979 － 

(2)売掛金 290,462    

貸倒引当金(※1) △7,530   

 282,931 282,931 － 

資産計  516,911  516,911 － 

(1)買掛金 14,958 14,958 － 

(2)未払金 29,349 29,349 － 

(3)長期借入金（1年内返済予定を含む） 620,131 619,639 △491 

(4)リース債務（1年内返済予定を含む） 156,134 231,400 75,265 

負債計 820,573 895,346 74,774 

デリバティブ取引（※2） △11,383 △11,383 － 

 

   （※1）売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

   （※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

    

当中間連結会計期間（2019年 9月 30日） 

 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1)現金及び預金 132,733 132,733 － 

(2)売掛金 327,922   

貸倒引当金（※1） △6,234   

 321,687 321,687 － 

資産計 454,421 454,421 － 

(1)買掛金 15,940 15,940 － 

(2)未払金 39,595 39,595 － 

(3)長期借入金（1年内返済予定を含む） 665,187 658,772 △6,414 

(4)リース債務（1年内返済予定を含む） 152,655 221,754 69,099 

負債計 873,378 936,061 62,685 

デリバティブ取引（※2） △10,468 △10,468 － 

 

（※1）売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

   （※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

資産 

(１)現金及び預金、並びに(２)売掛金 

これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
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っております。 

 

負債 

(１)買掛金、及び(２)未払金 

これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

 

(３)長期借入金、並びに（４）リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。 

 

     デリバティブ 

   金融商品の時価に関する事項についての補足説明 

   金融商品には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額がふ

くまれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」

におけるデリバティブに関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。 

 

（有価証券関係） 

前連結会計年度（2019年 3月 31日） 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（2019年 9月 30日） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 前連結会計年度（2019年 3月 31日） 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（2019年 9月 30日） 

該当事項はありません。 

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

金利関連 

   前連結会計年度（2019年 3月 31日） 

ヘッジ会計

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッ

ジ対象 

契約額等 

（千円） 

契約額等の内    

1年超（千円） 

時価 

（千円） 

原則的処理方

法 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変

動 

長期借入金 214,732 200,164 △11,383 

（注）時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しています。 

 

当中間連結会計期間（2019年 9月 30日） 

ヘッジ会計

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッ

ジ対象 

契約額等 

（千円） 

契約額等の内    

1年超（千円） 

時価 

（千円） 

原則的処理方

法 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変

動 

長期借入金 207,448 192,880 △10,468 



31 

（注）時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しています。 

 

（企業結合等関係） 

前連結会計年度（自 2018年 4月 1日 至 2019年 3月 31日） 

   １．企業結合 

（1）企業結合の概要 

     ①被取得企業の名称及びその事業の内容 

      被取得企業の名称：株式会社ピィーアンドエィ 

      事業の内容   ：労働者派遣事業、有料職業紹介事業 

②企業結合を行った主な理由 

      株式会社ピィーアンドエィから派遣事業を譲受することにより、事業の拡大を図っていくためであ

ります。 

③企業結合日 

      2018年 7月 2日 

     ④企業結合の法的形式 

      株式取得 

     ⑤結合後企業の名称 

      株式会社ピィーアンドエィ 

    なお、株式会社ピィーアンドエィは 2018年 11月 1日付で株式会社ヨウコーほっとスタッフに商 

号変更いたしました。 

     ⑥取得した議決権比率 

      100％ 

     ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

      当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。 

 

   （2）中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

      2018年 7月 2日から 2018年 9月 30日まで 

 

   （3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

      取得の対価    現金  12,000千円 

      取得原価         12,000千円 

 

   （4）主要な取得関連費用の内容及び金額 

      アドバイザリーに対する報酬・手数料等  4,000千円 

 

   （5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

     ①発生したのれんの金額   5,099千円 

     ②発生原因         今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

     ③償却方法並びに償却期間  2年間にわたる均等償却 

 

   （6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

     流動資産    15,115千円 

     固定資産      291千円 

     ――――――――――――――― 

     資産合計    15,406千円 

     ――――――――――――――― 

     流動負債     8,506千円 

     ――――――――――――――― 

     負債合計     8,506千円 
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（7）企業結合が当中間連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の

中間連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法 

      売上高          20,130千円 

      営業利益         △7,602千円 

      経常利益         △7,850千円 

      税金等調整前中間純利益   △904千円 

      中間純利益         △904千円 

 

    （概算額の算定方法） 

      企業結合が中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定し、別途算定された売上高及び損益情

報と取得企業の中間連結計算書における売上高及び損益情報との差額を影響の概算額として

おります。なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 

 

   ２．取得による企業結合 

   （1）事業譲受の概要 

     ①譲渡企業の名称及び取得した事業の内容 

      譲渡企業の名称  ：株式会社ビーワンコーポレーション 

      取得した事業の内容：職業紹介・労働者派遣事業 

②事業譲受を行った主な理由 

      株式会社ビーワンコーポレーションから職業紹介・労働者派遣事業を譲受することにより、事業の 

      拡大を図っていくためであります。 

③事業譲受日 

    2018年 11月 1日 

   ④法的形式 

    現金を対価とする事業譲受 

   ⑤事業譲受後企業の名称 

    株式会社ヨウコーほっとスタッフ 

 

（2）事業譲受の取得原価及びその内訳 

     取得の対価   現金  2,314千円 

     ------------------------------------- 

    取得原価        2,314千円 

 

（3）主要な取得関連費用の内容及び金額 

     仲介手数料       2,200千円 

 

（4） 発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額   2,314千円 

② 発生原因         今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

③ 償却方法並びに償却期間  3年間にわたる均等償却 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

１．企業結合 

（1）企業結合の概要 

     ①被取得企業の名称及びその事業の内容 

      被取得企業の名称：株式会社光風苑 

      事業の内容   ：介護事業 

②企業結合を行った主な理由 

      株式会社光風苑から介護付有料老人ホーム 1 施設を譲受することにより、事業の拡大を図っていく

ためであります。 
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③企業結合日 

      2019年 5月 10日 

④企業結合の法的形式 

      株式取得 

⑤結合後企業の名称 

      株式会社ヨウコーフォレスト館山 

      ⑥取得した議決権比率 

      100％ 

      ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

      現金を対価として株式を取得したことによるものであります。 

 

   （2）中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

      2019年 6月 1日から 2019年 9月 30日まで 

   （3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

      取得の対価    現金  10,000千円 

      取得原価         10,000千円 

 

   （4）主要な取得関連費用の内容及び金額 

      アドバイザリーに対する報酬・手数料等  21,350千円 

 

   （5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

     ①発生したのれんの金額   24,865千円 

     ②発生原因         今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

     ③償却方法並びに償却期間  5年間にわたる均等償却 

 

   （6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

     流動資産    36,691千円 

     固定資産    117,271千円 

     ――――――――――――――― 

     資産合計    153,963千円 

     ――――――――――――――― 

     流動負債     12,879千円 

     固定負債    155,949千円 

     ――――――――――――――― 

     負債合計    168,828千円 

 

（7）企業結合が当中間連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の

中間連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法 

      売上高            11,764千円 

      営業利益          △15,022千円 

      経常利益          △14,943千円 

      税金等調整前中間純利益   △15,115千円 

      中間純利益         △15,115千円 

 

   （概算額の算定方法） 

 企業結合が中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定し、別途算定された売上高及び損益情報と

取得企業の中間連結計算書における売上高及び損益情報との差額を影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 
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２．取得による企業結合 

   （１）事業譲受の概要 

     ①譲渡企業の名称及び取得した事業の内容 

      譲渡企業の名称  ：有限会社アカネケアコンサルト 

      取得した事業の内容：介護付有料老人ホーム 

② 事業譲受を行った主な理由 

      有限会社アカネケアコンサルトから介護付有料老人ホーム 1 施設を譲受することにより、事業の拡

大を図っていくためであります。 

③事業譲受日 

    2019年 7月 1日 

   ④法的形式 

    現金を対価とする事業譲受 

⑤事業譲受後企業の名称 

    株式会社揚工舎（ヨウコーフォレスト花小金井） 

（２）事業譲受の取得原価及びその内訳 

     取得の対価   現金  14,000千円 

     ------------------------------------- 

    取得原価        14,000千円 

 

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額 

     仲介手数料       8,400千円 

 

（４）発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額   7,021千円 

② 発生原因         今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

③ 償却方法並びに償却期間  5年間にわたる均等償却 

 

（資産除去債務関係） 

   資産除去債務のうち、中間連結貸借対照表（連結貸借対象表）に計上しているもの 

当該資産除去債務の総額の増減 

-------------------------------------------------------------------------------------------- 

                    前連結会計年度      当中間連結会計期間 

                   （自 2018年 4月 1日   （自 2019年 4月 1日 

                    至 2019年 3月 31日）   至 2019年 9月 30日） 

-------------------------------------------------------------------------------------------- 

 期首残高                  5,204千円         5,294千円 

 有形固定資産の取得に伴う増加額                     22,636千円 

 時の経過による調整額              89千円            41千円 

----------------------------------------------------------------------------――――-------- 

 中間期末（期末）残高            5,294千円        27,972千円 

 

（賃貸等不動産関係） 

前連結会計年度（自 2018年 4月 1日 至 2019年 3月 31日） 

重要な賃貸等はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

重要な賃貸等はありません。 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

（１）報告セグメントの決定方法 

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。当社グループは、事業本部にサービスごとの事業部を置き、本社で立案された包括的な

戦略に従い、事業活動を展開しております。従って、当社グループは、サービス別セグメントから構成さ

れており、「デイサービス」、「有料老人ホーム」、「在宅サービス」及び「教育・紹介派遣」の 4つを

報告セグメントとしております。 

  

（２）各報告セグメントに属するサービスの種類 

  「デイサービス」は、要介護又は要支援認定を受けたご利用者様に施設へ来所していただき、施設内に

て食事、入浴、排泄等の介護並びに機能訓練、レクリエーション等のサービスを提供する事業でありま

す。 

  「有料老人ホーム」は、要介護認定等を受けたご入居者様に対し、ケアプランに基づいて、食事、入

浴、排泄等の介護並びに機能訓練、医療ケア、レクリエーションなどの生活サービスを提供する事業であ

ります。 

「在宅サービス」は、ご利用者様が住み慣れたご自宅で快適に生活ができるように支援する事業であ

り、訪問介護、居宅介護支援（ケアプラン作成）、福祉用具貸与・販売、住宅改修等のサービスを展開し

ております。 

「教育・紹介派遣」は、教育面において、介護サービス業界の人材を養成するため、また当社グループ

にて優秀な介護人材を確保するため、介護における心得や介護に関する技術を教える学校を提供する事業

であり、紹介派遣は、ヨウコーケアカレッジにて介護資格取得した人材を介護業界に供給することを主な

目的として、人材紹介及び人材派遣を展開する事業であります。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースでの数

値であります。セグメント間の内部収益又は振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前中間連結会計期間（自 2018年 4月 1日 至 2018年 9月 30日） 

   （単位：千円） 

 

報告セグメント 
調整額 

（注）1 

中間連結財務諸

表計上額（注）

2 
デイサービス 有料老人ホーム 在宅サービス 

教育・紹介 

派遣 
計 

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 

 

265,312 

－ 

 

483,729 

－ 

 

97,373 

－ 

 

 

26,430 

10,256 

 

872,847 

10,256 

 

－ 

△10,256 

 

872,847 

－ 

計 265,312 483,729 97,373 36,686 883,103 △10,256 872,847 

セグメント利益 56,630 45,399 33,622 3,383 139,036 △90,682 48,354 

セグメント資産 146,476 844,738 28,232 21,889 1,041,337 365,847 1,407,184 

その他の項目 

減価償却費 

のれん償却額 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 

 

2,628 

－  

302 

         

 

5,230 

14,327 

1,460 

 

   198 

－ 

－ 

        

 

507 

637              

5,654 

         

 

8,565 

14,964 

7,417 

 

  3,485 

－   

－ 

 

12,051 

14,964 

7,417 
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（注）１. 調整額は、以下のとおりであります。 

 

（１）セグメント利益の調整額△90,682千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

（２）セグメント資産の調整額 365,847千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に本社

土地建物等であります。 

（３）減価償却費の調整額 3,485千円は、主に全社資産の調整額であります 

（注）２．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

                                         （単位：千円） 

（注）１. 調整額は、以下のとおりであります。  

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額△94,578千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。 

（２）セグメント資産の調整額 281,335千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に本社

土地建物等であります。 

（３）減価償却費の調整額 4,421千円は、主に全社資産の調整額であります。 

（４）有形固定資産及び無形固定資産の調整額 8,919千円は、報告セグメントに帰属しない本社のパソコンの

購入であります。 

（注）２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

 

【関連情報】 

前中間連結会計期間（自 2018年 4月 1日 至 2018年 9月 30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦以外に所在している顧客がないため、記載を省略しております。 

(２)有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

報告セグメント 
調整額 

（注）1 

中間連結財務諸

表計上額（注）

2 
デイサービス 有料老人ホーム 在宅サービス 

教育・紹介 

派遣 
計 

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 

 

271,969 

－ 

 

518,146 

－ 

 

109,439 

－ 

 

53,711 

900 

 

953,267 

900 

 

－ 

△900 

 

953,267 

－ 

計 271,969 518,146 109,439 54,612 954,168 △900 953,267 

セグメント利益又は損

失（△） 
54,712 △12,101 52,454 5,146 100,211 △94,578 5,632 

セグメント資産 139,483 990,518 36,624 36,729 1,203,355 281,335 1,484,691 

その他の項目 

減価償却費 

のれん償却額 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 

 

2,331     

－      

1,144         

 

7,576 

11,280 

428,231 

 

260        

       － 

       621 

 

544 

1,660 

404 

 

 

10,713    

12,941    

430,400       

 

4,421   

－     

8,919     

 

15,134    

12,941    

439,320    
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３．主要な顧客ごとの情報 

                                               （単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

東京都国民健康保険団体連合会 421,883 
 デイサービス、有料老人ホー
ム、在宅サービス 

神奈川県国民健康保険団体連合会 95,768  有料老人ホーム 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

 １．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦以外に所在している顧客がないため、記載を省略しております。 

(２)有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

                                        （単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

東京都国民健康保険団体連合会 440,687 
デイサービス、有料老人ホー
ム、在宅サービス 

神奈川県国民健康保険団体連合会 102,373 有料老人ホーム 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前中間連結会計期間（自 2018年 4月 1日 至 2018年 9月 30日） 

 該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

   該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前中間連結会計期間（自 2018年 4月 1日 至 2018年 9月 30日） 

                                         （単位：千円） 

 デイサービス 有料老人ホーム 在宅サービス 教育・紹介派遣 計 合計 

当中間期償却額 － 14,327 － 637 14,964 14,964 

当中間期末残高 － 79,617 － 4,462 84,079 84,079 

 

当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日）  

                                         （単位：千円） 

 デイサービス 有料老人ホーム 在宅サービス 教育・紹介派遣 計 合計 

当中間期償却額 － 11,280 － 1,660  12,941 12,941 

当中間期末残高 － 90,952 － 3,520 94,472 94,472 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前中間連結会計期間（自 2018年 4月 1日 至 2018年 9月 30日） 

該当事項はありません。 
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当中間連結会計期間（自 2019年 4月 1日 至 2019年 9月 30日） 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

１．1株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  前連結会計年度 

（2019年 3月 31日） 

当中間連結会計期間 

（2019年 9月 30日） 

 1株当たり純資産額 422円 19銭 393円 08銭 

 （算定上の基礎）   

 純資産の部の合計金額（千円） 295,533 275,154 

 普通株式に係る中間期末（期末）の純資産

額（千円） 
295,533 275,154 

 1 株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末（期末）の普通株式の数（株） 
700,000 700,000 

 

２．1株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 

(自 2018年 4月 1日 

   至 2018年 9月 30日) 

当中間連結会計期間 

(自 2019年 4月 1日 

   至 2019年 9月 30日) 

1 株当たり中間純利益又は１株当たり中間

純損失（△） 
47円 53銭 △29円 97銭 

（算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する中間純利益又は親会 

 社株式に帰属する中間純損失（△） 

（千円） 

33,270 △20,977 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─ 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（千円） 
33,270 △20,977 

普通株式の期中平均株式数（株）           700,000 700,000 

（注）潜在株式調整後 1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

【その他】 

 該当事項はありません。 
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第７【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 

 

第二部【特別情報】 

  

第１【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

2019年12月26日 

株 式 会 社 揚 工 舎 

取 締 役 会  御中 

監査法人アヴァンティア 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  木 村 直 人  印 

指 定 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  入 澤 雄 太  印 

 

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」
第128条第３項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社揚工舎の
2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2019年４月１日から
2019年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、
中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。 
 
中間連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体
として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がな
いかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を
実施することを求めている。 
中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続
等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め、中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 
中間監査意見 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社揚工舎及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態並びに
同日をもって終了する中間連結会計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 

 
（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（発行者
情報提出会社）が別途保管しております。 


